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連結株主資本等変動計算書

(平成30年 4 月 1 日から
平成30年12月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 3 0 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高 411 390 937 △120 1,618

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △28 △28

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 327 327

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 6 7 14

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 6 298 7 312

平 成 3 0 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 411 396 1,235 △112 1,931

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為 替 換 算 調
整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平 成 3 0 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高 0 90 5 97 1,715

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △28

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 327

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 14

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △0 △18 △9 △28 △28

連結会計年度中の変動額合計 △0 △18 △9 △28 284

平 成 3 0 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 △0 72 △3 68 1,999
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　連結注記表
　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　３社
・連結子会社の名称　　　　ケーブルシステム建設株式会社

愛知電子（中山）有限公司
奥田電気工業株式会社

２．連結決算日の変更に関する事項
　当社は、連結決算日（当社の事業年度の末日）を毎年３月31日としておりまし
たが、平成30年６月27日開催の第56期定時株主総会において、定款一部変更を
決議し、連結決算日を毎年12月31日に変更しております。
　この変更は、当社は事業の特性上、毎年１月から３月は繁忙期にあり、業績も
第４四半期に大きく依存する傾向にあることから、繁忙直後の決算期を回避する
こと。また、連結海外子会社と決算期を統一することにより、予算編成や業績管
理など経営及び事業運営の効率化と安定化を図り、経営情報の適宣、的確な把握
による適切な経営判断を実現するためであります。
　これに伴い、その経過期間となる当連結会計年度の期間は、平成30年４月１日
から平成30年12月31日までの９ケ月となっております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
　なお、当連結会計年度における対象会計期間は、当社及び国内連結子会社は平
成30年４月１日から平成30年12月31日までの９ケ月間、在外連結子会社は平成
30年１月１日から平成30年12月31日までの12ケ月間となります。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
イ．時価のあるもの………

ロ．時価のないもの………

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

イ．商品及び製品、原材
料、仕掛品……………

ロ．未成工事支出金………

ハ．貯蔵品…………………

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）を採用しております。
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産……………

　　（リース資産を除く）
主として定率法（ただし、当社及び国内連結子会
社は平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　３～47年

②　無形固定資産……………
　　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内に
おける利用可能期間（５年）、市場販売目的のソ
フトウェアについては販売可能な見込有効期間
（３年）に基づいております。

③　リース資産………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上し
ております。

③　役員賞与引当金…………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額を計上しております。

④　工事損失引当金…………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結
会計年度末における手持工事のうち損失の発生が
見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができる工事について、損失見込額を計上して
おります。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は発生の翌連結会計年度に一括で費用処理し、過去勤務
費用は発生時より１年で費用処理しております。
　なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効
果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係
る調整累計額に計上しております。

⑸　重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
　②　その他の工事
　　　工事完成基準
⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。
　なお、在外子会社の資産又は負債は、在外子会社の期末決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消
費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。
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　表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準28号　平成30
年２月16日）等を、当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は
投資その他資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方
法に変更しております。
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連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 2,628百万円
⑵　担保に供している資産

建物及び構築物 170百万円
土　　　　　地 1,519百万円
合計 1,689百万円

　　　上記に対応する債務
短期借入金 1,000百万円
１年内返済予定の長期借入金 157百万円
長期借入金 313百万円
合計 1,470百万円

(根抵当権極度額　　　　　　1,327百万円)

　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株 式 数

（株）

当連結会計年度増加
株 式 数

（株）

当連結会計年度減少
株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

（株）
普 通 株 式 4,033,780 － － 4,033,780

⑵　自己株式の種類及び数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株 式 数

（株）

当連結会計年度増加
株 式 数

（株）

当連結会計年度減少
株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

（株）
普 通 株 式 429,183 68 28,300 400,951

　（注）1.自己株式の増加68株は、単元未満株式の買取による増加であります。
　　　　2.自己株式の減少28,300株は、取締役及び従業員に対する譲渡制限付株式報酬としての自己

株式の処分による減少であります。
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種
類

配当の原
資 配当金の総額

1 株 当
た　り
配当金

基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 3 0 年 6 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 28百万円 8円 平成30年3月31日 平成30年6月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種
類

配当の原
資 配当金の総額

１株当
た り
配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 3 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 29百万円 8円 平成30年12月31日 2019年3月29日

　金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入及び社債により資金を調達しております。
　受取手形、売掛金及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、販売管理
規程及び与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証
券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。

借入金及び社債の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期及
び社債）であり、このうち一部は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒
されております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行う
こととしております。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額(＊１) 時　価 (＊１) 差 額

⑴現金及び預金 894 894 －

⑵受取手形及び売掛金 734 734 －

⑶完成工事未収入金 2,009 2,009 －
⑷投資有価証券

その他有価証券 12 12 －
⑸支払手形及び買掛金 (1,767) (1,767) －

⑹工事未払金 (228) (228) －

⑺短期借入金 (1,825) (1,825) －
⑻長期借入金
(１年内返済予定のものを含む) (1,039) (1,039) △0

⑼デリバティブ取引(＊２) (32) (32) －

(＊１)　負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
(＊２)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

ります。
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、並びに⑶完成工事未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか 
ら、当該帳簿価額によっております。
⑷投資有価証券　その他有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格に基づき算定しており、そ
の他は取引金融機関等から提示の価格に基づき算定しております。
⑸支払手形及び買掛金、⑹工事未払金、並びに⑺短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。
⑻長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
⑼デリバティブ取引
　取引金融機関から提示された価格を時価としております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額436百万円）は、市場価格がなく、
かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、「⑷投資有価証券　その他有価証券」
には含めておりません。
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１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 550円50銭
⑵　１株当たり当期純利益 90円48銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
(平成30年 4 月 1 日から

平成30年12月31日まで )
（単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金 利益準備金

その他利益剰余金
別途積立金 繰越利益剰余金

平 成 3 0 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高 411 386 3 35 330 422

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △28
当 期 純 利 益 332
自己株式の取得
自己株式の処分 6
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 6 － － 303
平 成 3 0 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 411 386 10 35 330 725

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金
平 成 3 0 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高 △120 1,468 0 1,469

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △28 △28
当 期 純 利 益 332 332
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 7 14 14
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △0 △0

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 7 317 △0 316
平 成 3 0 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 △112 1,786 △0 1,785
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1.　有価証券の評価基準及び評価方法

⑴　子会社株式……………………………移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

⑵　その他有価証券
①　時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

②　時価のないもの……………………移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

2.　たな卸資産の評価基準及び評価方法
⑴　商品及び製品、原材料、仕掛品……総平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

⑵　未成工事支出金………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

⑶　貯蔵品…………………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

3.　固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産…………………………
　　（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に平成28年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法）を採
用しております。なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。
建物　　　　　　　　３～47年
工具、器具及び備品　２～20年

⑵　無形固定資産…………………………
　　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては
社内における利用可能期間（５年）、市場
販売目的のソフトウェアについては販売可
能な見込有効期間（３年）に基づいており
ます。
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⑶　リース資産……………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

4.　引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

⑵　賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充て
るため、支給見込額のうち当事業年度負担
額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額を計上しております。

⑷　退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によ
っております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費
用処理方法
　数理計算上の差異は発生の翌事業年度に
一括で費用処理し、過去勤務費用は発生時
より１年で費用処理しております。

⑸　工事損失引当金………………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、
当事業年度末における手持工事のうち損失
の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理
的に見積もることができる工事について、
損失見込額を計上しております。

5.　収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

⑴　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

⑵　その他の工事
工事完成基準

6.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
　　は損益として処理しております。
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7.　その他計算書類作成のための基本となる事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額
の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なって
おります。

⑵　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費
税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

⑶　決算日の変更に関する事項
　当社は、決算日（当社の事業年度の末日）を毎年３月31日としておりました
が、平成30年６月27日開催の第56期定時株主総会において、定款一部変更を決
議し、決算日を毎年12月31日に変更しております。
　この変更は、当社は事業の特性上、毎年１月から３月は繁忙期にあり、業績も
第４四半期に大きく依存する傾向にあることから、繁忙直後の決算期を回避する
こと。また、連結海外子会社と決算期を統一することにより、予算編成や業績管
理など経営及び事業運営の効率化と安定化を図り、経営情報の適宣、的確な把握
による適切な経営判断を実現するためであります。
　これに伴い、その経過期間となる当事業年度の期間は、平成30年４月１日か
ら平成30年12月31日までの９ケ月となっております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準28号　平成30
年２月16日）等を、当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資
その他資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に
変更しております。
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貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 250百万円
短期金銭債務
長期金銭債権

48百万円
104百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,297百万円
⑶　担保に供している資産

建　　　　物 170百万円
土　　　　地 1,519百万円
合計 1,689百万円

上記に対応する債務
短期借入金 1,000百万円
１年内返済予定の長期借入金 157百万円
長期借入金 313百万円
合計 1,470百万円

（根抵当権極度額 1,327百万円)
⑷　保証債務
　　下記の会社の金融機関の借入債務に対し、保証を行っております。

奥田電気工業株式会社 25百万円
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損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

売上高 3百万円
仕入高及び工事外注費等 613百万円
営業取引以外の取引高 14百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び数に関する事項

自己株式の種類
当 事 業 年 度 期 首
株 式 数

（株）

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

（株）

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数

（株）
普 通 株 式 429,183 68 28,300 400,951

　(注)1.自己株式の増加68株は、単元未満株式の買取による増加であります。
　　　2.自己株式の減少28,300株は、取締役及び従業員に対する譲渡制限付株式報酬

としての自己株式の処分による減少であります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 85百万円
貸倒引当金 1百万円
賞与引当金 31百万円
退職給付引当金 266百万円
投資有価証券評価損 3百万円
関係会社株式評価損 0百万円
繰越欠損金 31百万円
その他 16百万円

繰延税金資産小計 437百万円
評価性引当額 △371百万円

繰延税金資産合計 65百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △0百万円
繰延税金負債合計 △0百万円
繰延税金資産の純額 64百万円
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関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類 会社等の名称 資本金又は
出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 愛知電子（中
山）有限公司

百万人民元
17

ケーブルテレ
ビ機器及び関
連 機 器 の 製
造、販売

所有
直接

100.00 機器の購入、販
売

機器の販売
（注1） ー 売 掛 金 211

資金の貸付 88
関係会社短期貸付金 34

関係会社長期貸付金 104
利息の受取
(注2) 1 未 収 収 益 1

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。
取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1.　機器の販売については市場価格を勘案し交渉の上決定しております。
　　　2.　貸付金に関しては市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 491円58銭
⑵　１株当たり当期純利益 91円82銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

　記載の金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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